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第8期北海道総合開発計画の推進施策と将来ビジョン
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副理事長 藤原 達也



基調講演「第8期北海道総合開発計画
の推進施策と北海道の将来ビジョン」

国土交通省北海道開発局長 和泉 晶裕氏



講演の要旨

 １．第8期北海道総合開発計画のポイント

 ２・人口減少社会にあっても成長の核となる「食」と「観光」を戦略
的産業と位置付ける

 ３・農林水産業と観光業という北海道の強みを支える「生産空間」の
保持・形成が今後の北海道のサバイバルの鍵。生産空間を支える取組
みとして、

 ４・アイヌ民族の伝統文化等の発信、民族共生象徴空間の整備

 ５・北海道開発局が行うドライブ観光に資する取組み

 ６・シーニックバイウェイ北海道

 ７・「わが村は美しく―北海道」運動

 ８・北海道が目指す地域構造イメージ

以下、基調講演の和泉局長のスライドから抜粋
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パネルディスカッション
「これからの10年を見据えた

インフラ基盤整備の展望」

パネラー
国土交通省北海道開発局長 和泉 晶裕氏
一般社団法人北海道産学官研究フォーラム
理事長（北海道大学名誉教授） 三上 隆氏
北海道大学公共政策大学院特任教授 石井 吉春氏
産学官CIM・GIS研究会幹事
（岩田地崎建設株式会社技術部長） 河村 巧氏
コーディネイター
一般社団法人北海道産学官研究フォーラム
副理事長 藤原 達也



１・2017年10月20日
スマート農業シンポジウムの報告

・企業経営者としてのマインドと実践能力を備えた経営者の確保
・農地流動化促進と大区画圃場化・団地化
・ICTを含む新技術の開発・普及と農村情報プラットフォームの構築
・第１次産業・第２次産業・第３次産業の産業間コラボレーション
・生活空間、コミュニティ空間、非農業者の就業空間としての農村整備
（第８期北海道総合開発計画では、広域に分散する北海道の生産空間
を維持・発展させることを重要な課題に位置付けている）

基調講演
北海道大学大学院農学研究院准教授 石井一暢氏

農業従事者や新規就農者が減少する一方、耕作放棄地が40万ﾍｸﾀｰﾙにおよ
び、高齢化と労働力不足が顕著だと指摘した。また強い農業の実現にはロ
ボットによる省力化とデータ継承などが必要だと強調した。準天頂衛星
や地球観測衛星によるビッグデータに加え、ドローンによる低層のリモー
トセンシング技術を融合させれば圃場の情報を多く蓄積できると解説した。

コーディネイターより話題提供



２・2018年12月6日観光ICTシンポジウムの報告
～スマート観光実現に向けた課題～

 人口減少・少子高齢化に伴う新しい国家ビジョンの必要性。特に北海道は、急激
な人口減が進行する。脱工業生産力モデルとして「移動と交流」をキーワードと
した「観光立国論」の台頭 と統合型リゾート（IR）戦略をどう取り込むかがポ
イント。

 近年、特にアジアからの観光客の急増に対して、繁忙期に関して、インフラや宿
泊設備の不十分さがインバウンドによる観光需要を阻害している。

 地方におけるキャッシュレス対応・多言語対応などソフト面での対応についての
整備が必要。

基調講演の
国土交通省北海道運輸局観光部次長

安田 稔幸氏

コーディネイターより話題提供



パネラー報告１「人材育成と土木における
情報技術の必要性」

一般社団法人北海道産学官研究フォーラム理事長
北海道大学名誉教授 三上 隆氏

・建設業就業者数は、建設投資の減少ともない、97年の685万人ピークに
減少していたが、2010年以降はほぼ横ばい。2016年はピーク時比で72.3％
の495万人。そのうち、技能者は332万人、ピーク時の71.6５％。

・2016年では、55歳以上が約34％、29歳以下が約11％と他の産業に比べて
高齢化が著しい。建設業の将来を考えれば、円滑な世代交代が不可欠であ
る。「少子高齢化社会」では、生産性向上のためにも、一人一人の人材の
質を高める人づくりが求められている。

・土木工学における情報技術の大きな役割は、社会インフラの構築、運用、
維持管理の中で生じる課題を見出し、その課題解決の方策として情報技術
の適用を図ることである。

・今日の土木技術者には、情報工学、機械工学等を中心に研究が進む情報
技術の中から必要な情報技術を見出し、それらと土木工学とを組み合わせ、
またそれを発展させ、課題解決のための仕組みを考えて行くことが求めら
れている。



パネラー報告２
「北海道における地方創生と分散型の交通体系」
北海道大学公共政策大学院特任教授 石井 吉春氏
（（一社）北海道産学官研究フォーラム航空・交通部会長）

・北海道の地域特性として地域分散型であるが、一次産業の高付加価値化を

実現するためには農水産物の輸送を支えるインフラ基盤の整備が重要。

・観光産業においては、非正規雇用が多く十分な所得を得られていない。

・物流に関してはいち早く自動車（主にトラック）の自動運転を早く取り入

れて移動における高速化、低コスト化を図るべき。

・航空ネットワークに関しては、道内空港の民営化に伴う効率化や高付加価値

を考えるべきである。



パネラー報告３












